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鹿児島市ＩＣＴ活用工事（ＩＣＴ土工等）試行要領に係る新旧対照表（令和８年４月） 

改定後 改定前 

（対象工事） 

第４条 ＩＣＴ活用工事の対象は、工事工種体系ツリーにおける、次に示す工種に該当す

る工事とする。 

 従来施工において、土木工事施工管理基準（出来形管理基準及び規格値）を適

用しない工事及び災害復旧工事、維持補修工事、降灰除去工事は適用対象外とす

る。 

   （１）土工（当該工種のＩＣＴ活用工事を「ＩＣＴ土工」という。） 

      対象は、以下の工種とする。 

    ア 河川土工、海岸土工、砂防土工 

     ・掘削工（河床等掘削含む）・盛土工・法面整形工 

    イ 道路土工 

     ・掘削工・路体盛土工・路床盛土工・法面整形工 

 

   （２）作業土工（床掘工）（当該工種のＩＣＴ活用工事を「ＩＣＴ作業土工（床掘

工）」という。） 

      対象は、作業土工（床掘工）を含む工種とし、以下を含む工事とする。 

・平均施工幅２ｍ以上の土砂の掘削等である床掘り 

・平均施工幅１ｍ以上２ｍ未満の土砂の掘削等である床掘り 

・平均施工幅１ｍ未満の土砂の掘削等である床掘り 

 

―以下省略― 

 

（対象工事） 

第４条 ＩＣＴ活用工事の対象は、工事工種体系ツリーにおける、次に示す工種に該当す

る工事とする。 

 従来施工において、土木工事施工管理基準（出来形管理基準及び規格値）を適

用しない工事及び災害復旧工事、維持補修工事、降灰除去工事は適用対象外とす

る。 

   （１）土工（当該工種のＩＣＴ活用工事を「ＩＣＴ土工」という。） 

      対象は、以下の工種とする。 

    ア 河川土工、海岸土工、砂防土工 

     ・掘削工（河床等掘削含む）・盛土工・法面整形工 

    イ 道路土工 

     ・掘削工・路体盛土工・路床盛土工・法面整形工 

 

   （２）作業土工（床掘）（当該工種のＩＣＴ活用工事を「ＩＣＴ作業土工（床掘）」

という。） 

      対象は、ＩＣＴ土工の工種とする。 

      また、ＩＣＴ作業土工（床掘）単独での発注は行わない。 

 

―以下省略― 

 

（ＩＣＴ活用工事の実施手続） 

第７条 受注者は、発注者指定型においては発注者が設定した工事、受注者希望型におい

てはＩＣＴ活用工事の希望がある場合、発注者へ工事打合簿でＩＣＴ活用工事協議

書（別添１）及び内容等が確認できる資料を提出し、協議が整った場合にＩＣＴ活

用工事として実施することができる。 

 

（ＩＣＴ活用工事の実施手続） 

第７条 受注者は、発注者指定型においては発注者が設定した工事、受注者希望型におい

てはＩＣＴ活用工事の希望がある場合、発注者へ工事打合簿でＩＣＴ活用工事の計

画書（別添１）及び内容等が確認できる資料を提出し、協議が整った場合にＩＣＴ

活用工事として実施することができる。 
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改定後 改定前 

（ＩＣＴ活用工事の適正な積算に係るチェックリスト） 

第９条 ＩＣＴ活用工事で活用するＩＣＴ施工技術について、発注者、受注者間の共通

認識のために「ＩＣＴ活用工事の適正な積算に係るチェックリスト」（別添２）に

より、ＩＣＴ施工技術の活用及び積算方法について確認を行うものとする。 

 

新規 

（ＩＣＴ活用工事に適用する要領、基準類） 

第10条 ＩＣＴ活用工事を実施した場合の施工に伴い必要となる調査・測量・施工・検査

については最新の関連要領等に基づき実施する。 

関連要領等：https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000051.html 

 

（ＩＣＴ活用工事に適用する要領、基準類） 

第９条 ＩＣＴ活用工事を実施した場合の施工に伴い必要となる調査・測量・施工・検査

については別表３の基準等に基づき実施する。 

 なお、運用以降に要領・基準類の改訂及び新たに基準類が定められた場合は、

受発注者協議の上、最新の基準類に基づき実施するものとする。 

 また第４条の適用工種と基準等の関係は別表１～３のとおりである。 

 

（工事成績評定） 

第11条 工事成績評定については以下のとおりとする。 

（１）発注者指定型 

 受注者の責によりＩＣＴ活用工事（第３条の①から⑤の全て）が実施されない

場合は工事成績評定において減点するものとする。 

 ただし、受注者の責によらず真にやむを得ずＩＣＴを活用することが出来ない

と判断された場合を除く。 

（２）受注者希望型 

 ＩＣＴ活用工事を実施した場合、創意工夫における【施工】「情報化施工技術を

活用した工事」において加点するものとする。 

 なお、ＩＣＴ活用工事を途中で中止した工事については、加点対象とせず、減

点は行わない。 

（工事成績評定） 

第10条 工事成績評定については以下のとおりとする。 

（１）発注者指定型 

 受注者の責によりＩＣＴ活用工事（第３条の①から⑤の全て）が実施されない

場合は工事成績評定において減点するものとする。 

 ただし、受注者の責によらず真にやむを得ずＩＣＴを活用することが出来ない

と判断された場合を除く。 

（２）受注者希望型 

 ＩＣＴ活用工事を実施した場合、創意工夫における【施工】「情報化施工技術を

活用した工事」において加点するものとする。 

 なお、ＩＣＴ活用工事を途中で中止した工事については、加点対象とせず、減

点は行わない。 

https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000051.html
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改定後 改定前 

 

（施工管理・監督・検査） 

第12条 ＩＣＴ活用工事を実施するに当たっては、国土交通省から発出されている施工管

理要領、監督検査要領に則り、監督・検査を実施するものとし、監督職員及び検査

職員は、受注者に従来手法との二重管理を求めないものとする。 

 また、監督・検査に係る機器（３次元データを閲覧可能なパソコン等）は受注者

が準備するものとする。 

 

（実施証明） 

第13条 ＩＣＴ活用工事を実施した場合、発注者は「ＩＣＴ活用証明書」（別添３）を発行

するものとする。 

 

（現場見学会等の実施） 

第14条 ＩＣＴ活用工事の推進を目的として、官民等を対象とした見学会等を適宜実施す

るものとする。 

 

（その他） 

第15条 本要領に定めのない事項については受発注者間で協議して定めるものとする。 

  

付則 

 この要領は、令和６年１０月１日から施行する。 

 この要領は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 

 

（施工管理・監督・検査） 

第11条 ＩＣＴ活用工事を実施するに当たっては、別表３の基準等に基づき、監督・検査

を実施するものとし、監督職員及び検査職員は、受注者に従来手法との二重管理を

求めないものとする。 

 また、監督・検査に係る機器（３次元データを閲覧可能なパソコン等）は受注者

が準備するものとする。 

 

（実施証明） 

第12条 ＩＣＴ活用工事を実施した場合、発注者は「ＩＣＴ活用証明書」（別添３）を発行

するものとする。 

 

（現場見学会等の実施） 

第13条 ＩＣＴ活用工事の推進を目的として、官民等を対象とした見学会等を適宜実施す

るものとする。 

 

（その他） 

第14条 本要領に定めのない事項については受発注者間で協議して定めるものとする。 

  

付則 

 この要領は、令和６年１０月１日から施行する。 
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改定後 改定前 

 

【別添資料一覧】 

別添１ ＩＣＴ活用工事協議書 

別添２ ＩＣＴ活用工事の適正な積算に係るチェックリスト 

別添３ ＩＣＴ活用証明書 

別添４ 見積依頼書 

別添５ ＩＣＴ活用工事の実施フロー 

 

 

【別添資料一覧】 

別添１ ＩＣＴ活用工事計画書 

別添２ 見積依頼書 

別添３ ＩＣＴ活用証明書 

別添４ ＩＣＴ活用工事の実施フロー 

 

 

 

 

 

 

削除 
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改定後 改定前 

削除 

 

削除 
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改定後 改定前 

削除 

 

削除 
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改定後 改定前 

削除  
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改定後 改定前 
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改定後 改定前 
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改定後 改定前 

 

新規 
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改定後 改定前 
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改定後 改定前 

  

 


